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成⻑戦略としての上場⽀援

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨

「上場すべきか否か」を共に考え
貴社の成⻑をサポートします
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これまで培った経営コンサルタントとしてのノウハウを存分に活⽤し
⽀援します。
上場までの戦略策定・企業の成⻑⽀援は、机上の「あるべき論」を押し付けるもの
ではなく、「オーナー経営者様の思い」を第⼀に考え、それを実現する⽅向性を検討します。
上場に対して中⽴な⽴場で⽀援します。
「上場ありき」ではなく、上場も含めた複数の選択肢の中から、お客様にとって最善と
考えられる⽅法をご提案します。
「実⾏」まで⾏います。
単にお客様への指導だけでなく、実際の計画策定や制度設計までを⾏います。

3. ⽀援の特徴

1. 問題意識
「上場」とは、それ⾃体が⽬的ではなく、企業
成⻑にとっての⼀つの⼿段です。
したがって、 「上場ありき」ではなく、「上場すべき
か否か」から検討し、上場も含めた複数の選択
肢の中で、お客様にとって最善と考えられる⽅法
をご提案いたします。

成⻑⼿法の検討
• 事業構想の明確化
• 次世代戦略の検討 等

⾮上場

上場準備
⇒下記ソリューションへ

⾮上場による成⻑
• 経営承継
• 経営幹部育成 等

2. コンサルティングの概要
上場⽀援には企業経営全般にわたる視野が必
要です。
⽇本総研では、経営コンサルティングという、
証券会社様・監査法⼈様とは異なる⽴場から
の実⾏⽀援を⾏っています。

弊社
戦略・組織・IR
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会計監査

証券会社
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証券印刷
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株券管理

上場達成

⽇本総研

証券会社様 営業対応/引受決定 事前審査 本審査

（1）上場構想⽀援
• 成⻑戦略
• 事業計画策定 等

短期調査/会計制度整備 監査監査法⼈様

各種指導

上場

⽇本総研の上場⽀援フィールド

上場準備と⽀援の全体像

（2）体制整備⽀援
• 経営幹部育成
• 組織整備 等

（3）直前⽀援
• IR準備および実⾏⽀援
• その他アドバイザリー 等

〜3期前 直前々期 直前期 申請期
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プロジェクトテーマ
事業計画策定

プロジェクト期間
3〜6カ⽉程度

概要
経営陣との討議を通じて、成⻑戦略・ビジネスモデルを再構築し、
上場実現に向けて事業計画を体系化します。

プロジェクトテーマ
経営幹部育成

プロジェクト期間
6カ⽉〜1年程度

概要
組織的経営体制を確⽴するために、経営幹部の育成を⽀援します。
実際の経営課題をメンバーに検討いただき、答申案を策定させることに
よって、経営センスを醸成します。

プロジェクトテーマ
IR⽀援

プロジェクト期間
6カ⽉〜1年程度

概要
上場前の段階で、コーポレートストーリー（経営戦略説明資料）や想定
問答集を中⼼に策定するとともに、IR全体のアドバイスを実施します。

4. コンサルティングケース

主なコンサルティング実績は以下のとおりです。
5. 実績⼀覧

業種 ⽀援概要 結果
システム開発 部⾨別計画策定・マーケティングプロセス再構築・技術ロードマップ策定 上場達成

デバイスメーカー 技術ロードマップ策定 上場達成
卸売業 事業計画策定 上場達成

マンション開発 Ⅱの部事業計画策定・IR⽀援全般 上場達成
モバイル関連事業 事業計画策定・コーポレートストーリー策定 上場達成
パソコン⼩売業 経営計画策定・⼈事制度策定 上場達成
外⾷チェーン 投資家調査・コーポレートストーリー策定・想定問答集作成 上場達成

エンジニアリング 事業計画策定・申請書類作成・内部統制制度整備 上場達成
システム開発 事業計画策定・資本政策⽴案 M＆A
専⾨商社 新規事業探索 ⾮上場継続
専⾨商社 グループビジョン ⾮上場継続
建設業 経営総合診断・投資家調査・内部統制制度整備 ⾮上場継続

給⾷事業 経営総合診断・役員向け経営戦略プロジェクト・持株会社化⽀援 ⾮上場継続
不動産サービス IPO診断・事業計画策定 ⾮上場継続

⼾建分譲 事業計画策定 ⾮上場継続
建設業 事業計画策定・資本政策⽴案 ⾮上場継続

※2019年9⽉現在
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6. ⽇本総研のご紹介

7. お問い合わせ先

株式会社⽇本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部⾨ E-mail:rcdweb@ml.jri.co.jp

〒141-0022
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